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第１章

アクションプラン策定にあたって



１-１ アクションプランとは

アクションプランとは、第２次島田市ＤＸ推進計画（以下、計画という）において、目指す将来像「誰もがデジタル技術

を活用し、安心して快適に暮らせる持続可能な社会」を実現するための３つの施策の柱に基づく、具体的な施策を取り

まとめたものです。

それぞれの取組施策の着実な実施を目指し、具体的な事業内容、実施スケジュール、目標、成果指標（KPI指標）な

どを示しています。

計画期間中（令和８年度から令和11年度まで）は、本アクションプランに基づき、進捗状況の確認及び評価を行いま

す。

なお、デジタル技術の進展やそれに伴う社会情勢の変化に柔軟に対応するため、アクションプランは必要に応じて見

直しを行います。
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１-２ 成果指標

アクションプランで示す具体的な施策については、進捗状況の確認や評価を適切に行うために成果指標を設定しま

す。

成果指標は、小柱ごとに設定される「目指す姿」と、アクションプランごとに設定される実施評価指標（KPI：Key 

Performance Indicator）から構成されます。

「目指す姿」は、小柱における目指すべき成果の姿を示し、実施評価指標（KPI）は、「目指す姿」の達成に向けて到

達すべき中間的な目標を示すもので、計画期間の途中段階における施策の達成度を測る指標となります。

アクションプランにおいては、実施評価指標（KPI）を設定し、その達成度合いを評価することで進捗状況を確認し、

成果指標については、デジタル化に関連する社会情勢やデジタル技術の進歩などに柔軟に対応するため、必要に応じ

て見直しを実施します。

３



第２章

アクションプラン



2-１ 施策の柱１ 市民サービスを便利にします！

小柱① 行政サービスのオンライン化の推進（１）

取組の方向性

市民等が、「いつでも」「どこでも」「簡単」に行政サービス（申請・相談等）
が受けられよう、デジタル三原則「デジタルファースト」「ワンスオンリー」「コ
ネクテッド・ワンストップ」を推進し、行政サービスのデジタル化を図ります。

目指す姿：行かない、書かない市役所の実現

取組内容（個別事業）

• 電子申請システム運用業務
電子システムを活用し、行政手続き（申請・申し込み等）のオンライン化をさらに推
進するとともに、市民等への周知・啓発に努めます。

• キャッシュレス決済導入事業
需要がある指定管理施設において、順次キャッシュレス決済を導入します。

• キャッシュレス決済推進事業
庁内の窓口における支払いについて、キャッシュレス決済を推進します。

• 公共料金のデジタル収納推進事業
eL-QRを活用し、スマートフォン決済など、多様な納付手段を可能とします。

• 公共施設等案内・予約システム運用事業
市民等への周知及び予約対象施設の追加を行うなど、安定した運用を目指します。

• 書かない窓口導入事業
来庁時における窓口での申請手続きについて、デジタル技術を活用し、書かなくて
も申請できるよう取り組みを進めます。

• オンライン会議の推進
市民に参加を依頼する会議について、時間や場所にとらわれず参加できる環境を
整えるため、原則、オンライン開催の機会を設け、持続可能な事業実施を目指します。

• マイナンバーカード交付事業
保有率100％に向け、引き続きマイナンバーカードの取得促進に努めます。また、マ
イナンバーカードを本人確認等に積極的に活用します。

• 証明書のコンビニ交付事業
マイナンバーカードの普及に併せ、証明書のコンビニ交付の周知を図り、利用の拡
大を図ります。

• マイナンバーカードの利活用促進
費用対効果があるものについて導入検討を行います。

５



2-１ 施策の柱１ 市民サービスを便利にします！

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

電子申請システム運用業務
オンライン申請率

14.7％

キャッシュレス決済導入事業
（一部の指定管理施設）

未検討

未導入

キャッシュレス決済推進事業
窓口申請のうちキャッシュ
レス決済率 14.6％

公共料金のデジタル収納推進事業 未導入

公共施設等案内・予約システム運用事業
システムによる予約率

60.53％

書かない窓口導入 未導入

オンライン会議の推進
オンライン会議の機会
を設けた割合 ０％

オンライン申請率 19.0％ オンライン申請率 21.0％ オンライン申請率 23.0％ オンライン申請率 25.0％

検討：プラザおおるり・
金谷生きがいセンター

検討：地域交流センター・
チャリム21

検討：田代の郷 検討：こども館

窓口申請のうちキャッシュ
レス決済率 18.6％

窓口申請のうちキャッシュ
レス決済率 22.6％

窓口申請のうちキャッシュ
レス決済率 26.6％

窓口申請のうちキャッシュ
レス決済率 30.6％

システム導入 運用 運用 運用

小柱① 行政サービスのオンライン化の推進（２）

導入：山の家・
中央公園他6施設

導入：プラザおおるり・
金谷生きがいセンター

導入：地域交流センター・
チャリム21

導入：田代の郷

新規

システムによる予約率
64.0％

システムによる予約率
66.0％

システムによる予約率
68.0％

システムによる予約率
70.0％

既存業務の見直し
システム選定

継続的なBPR 導入 運用

オンライン会議の機会を設けた
割合 20％

オンライン会議の機会を設けた
割合 30％

オンライン会議の機会を設けた
割合 40％

オンライン会議の機会を設けた
割合 50％

新規

新規

６



2-１ 施策の柱１ 市民サービスを便利にします！

小柱① 行政サービスのオンライン化の推進（３）

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

マイナンバーカード交付事業
マイナンバーカード
保有率 83.5％

証明書のコンビニ交付事業
コンビニ交付率

37.86％

マイナンバーカードの利活用推進 ー

マイナンバーカード
保有率 87％

マイナンバーカード
保有率 88％

マイナンバーカード
保有率 89％

マイナンバーカード
保有率 90％

避難所チェックインシステムの目標値を設定予定。他は随時検討新規

コンビニ交付率 42％ コンビニ交付率 44％ コンビニ交付率 46％ コンビニ交付率 48％

７



2-１ 施策の柱１ 市民サービスを便利にします！

取組内容（個別事業）

• 市ＬＩＮＥ公式アカウントを活用した情報発信
登録者数のうち、必要な情報を受け取るための受信設定をしている人の割合を増
加させ、さらに利用者が欲しい情報をタイムリーに取得できるよう努めます。

小柱② 適切な情報発信

取組の方向性

必要とする情報を、必要な時に、適切なツールを利用して情報発信すること
で、市民にとっての適切な情報取得につなげます。

目指す姿：適切な情報取得の実現

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

市LINE公式アカウント活用

市LINE公式アカウ
ントの登録者数のう
ち、受信設定を行っ
ている人の割合
49.86%

受信設定 53％ 受信設定 55％ 受信設定 58％ 受信設定 60％

８



2-１ 施策の柱１ 市民サービスを便利にします！

• 防災アプリの導入
同報無線放送内容等の災害に関する情報をプッシュ型で市民に通知することで風
水害等の同報無線放送が聞き取りづらい環境においても確実に市民に情報を伝達
する手段を確立します。

• 被災者生活再建支援システムの導入
平時における要支援者へのタイムリーな支援や災害が発生した際の迅速な被災者
生活の再建を図るため導入します。

• 避難所のデジタルチェックインシステムの導入
災害時に混乱する避難所において、入所事務をマイナンバーカードを用いてオンラ
イン化することによって運営の効率化を図ります。

小柱③ 災害から生命とくらしを守る体制の整備

取組の方向性

災害時における情報伝達や避難所運営、被災者支援などの各段階でデジ
タル技術を活用し、迅速かつ的確な対応ができる体制を整備します。

目指す姿：災害等から生命とくらしを守る体制の実現

取組内容（個別事業）

• デジタル同報無線の導入
デジタル式の同報系防災行政無線への更新を行い、高性能スピーカの活用、市公
式LINEや防災アプリ等の他システムと連携を行うことで、多様な手段で迅速な情
報伝達体制の構築を行います。

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

デジタル同報無線の導入 未導入

防災アプリの導入 未導入

被災者生活再建支援システムの導入 未導入

避難所のデジタルチェックインシステムの導入 未導入

屋外子局の更新割合
20％

屋外子局の更新割合
50％

屋外子局の更新割合
100％

屋外子局の更新割合
100％

導入・アプリダウンロード数
5,000

アプリダウンロード数
10,000

アプリダウンロード数
15,000

アプリダウンロード数
20,000

導入の検討
導入・要支援者における個別支援計
画のシステムへの登録割合 100%

要支援者における個別支援計画
のシステムへの登録割合 100%

要支援者における個別支援計画
のシステムへの登録割合 100%

新規

新規

新規

新規 導入の検討
導入・避難所におけるマイナン
バーカード読取機の配備数 39

避難所におけるマイナンバー
カード読取機の配備数 39

避難所におけるマイナンバー
カード読取機の配備数 39

９



2-１ 施策の柱１ 市民サービスを便利にします！

• 健幸マイレージのデジタル推進
デジタル技術を活用し、更なる健幸マイレージの充実と普及により、市民一人ひとり
が自らの健康状態に関心を持つとともに、健康づくりのきっかけとします。

• 健康保持や食育推進に係るオンライン講座、オンライン相談の実施
島田市健康増進計画及び食育推進計画に基づき、オンライン講座やオンライン相談
などを活用し、食育の推進、栄養･食生活改善の取組及び生活習慣の改善を促進し
ます。

• 高齢者向けeスポーツの推進
新しいスポーツ形態である「ｅスポーツ」を活用し、地域の通いの場の活性化やコ
ミュニティの向上を図ることで、高齢者の社会参加や生きがいづくりを推進します。

小柱④ 安心した子育てや健康の保持増進ができる環境の整備（１）

取組の方向性

妊娠期から出産、子育てと切れ目ない支援に努め、子育て世帯の負担軽減
に努めます。また、それぞれのライフステージに応じた健康づくりの取り組み
ができる環境整備に努めます。

目指す姿：ライフステージに応じた切れ目ない支援の実現

取組内容（個別事業）

• 子育て支援プラットフォーム事業「しまいく＋」
多くのユーザーに利用してもらうため、さらなる利便性向上を図り、安定的な運用
を目指します。

• 子育て応援サイトしまいく
子育てに関するあらゆるお役立ち情報やホットな話題を発信します。

• 保育業務施設管理プラットフォームの導入
国が推奨する保育施設業務管理プラットフォームの導入により、保育所等の施設
型給付費請求事務及び監査事務の利便性向上を図ります。

• 家庭児童相談業務支援ツールの導入
業務の作業効率の向上や家庭児童相談における支援強化等を図るため、支援
ツールの導入をします。

１０



2-１ 施策の柱１ 市民サービスを便利にします！

小柱④ 安心した子育てや健康の保持増進ができる環境の整備（２）

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

子育て支援プラットフォーム事業
「しまいく＋」

しまいく＋全体の
登録割合 83.2％

子育て応援サイト しまいく
ＷＥＢサイトしまいく
年間閲覧数430,330

保育業務施設管理プラットフォームの導入 未導入

家庭児童相談業務支援ツールの導入 未導入

健幸マイレージのデジタル推進 応募者数1,266人

健康保持や食育推進に係る
オンライン講座、オンライン相談の実施

オンライン講座 ３件
オンライン相談 ６件

高齢者向けeスポーツの推進
ｅスポーツを活用した地域
の通いの場の数 ５か所

ＷＥＢサイトしまいく
年間閲覧数 415,000

ＷＥＢサイトしまいく
年間閲覧数 420,000

ＷＥＢサイトしまいく
年間閲覧数 425,000

ＷＥＢサイトしまいく
年間閲覧数 430,000

システムベンダーとの検証 システムベンダーとの検証
保育業務施設管理プラット

フォームの導入
運用新規

新規

しまいく＋全体の登録割合
85.0％

しまいく＋全体の登録割合
87.0％

しまいく＋全体の登録割合
89.0％

しまいく＋全体の登録割合
90.0％

検討 システム導入 運用 運用

応募者数 1,382人 応募者数 1,500人 応募者数 1,550人 応募者数 1,600人

ｅスポーツを活用した地域の
通いの場の数 ７か所

ｅスポーツを活用した地域の
通いの場の数 ８か所

ｅスポーツを活用した地域の
通いの場の数 ９か所

ｅスポーツを活用した地域の
通いの場の数 10か所

オンライン講座 ３件
オンライン相談 10件

オンライン講座 ３件
オンライン相談 15件

オンライン講座 ３件
オンライン相談 20件

オンライン講座 ３件
オンライン相談 25件

１１



2-２ 施策の柱２ 地域・産業を元気にします！

取組内容（個別事業）

• 自治会ＤＸのフォローアップ
自治会の担い手不足や役員の負担軽減を図るため、ICT機器導入への補助制度
や、デジタルツール導入へのサポートを実施するとともに、個別の自治会に対する
フォローを行います。

小柱① 自治会ＤＸの推進

取組の方向性

自治会DXの推進を支援し、役員の負担軽減を図ります。

目指す姿：持続可能な地域社会

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

自治会ＤＸのフォローアップ

自治会の運営及び活動に
おいて、デジタルツールを活
用している自治会の割合

22.1%

自治会の運営及び活動において、
デジタルツールを活用している自

治会の割合 33.8%

自治会の運営及び活動において、
デジタルツールを活用している自

治会の割合 39.7%

自治会の運営及び活動において、
デジタルツールを活用している自

治会の割合 45.6%

自治会の運営及び活動において、
デジタルツールを活用している自

治会の割合 51.5%

２１２



2-２ 施策の柱２ 地域・産業を元気にします！

取組内容（個別事業）

• 産業ポータルサイト
地域産業の活性化とDX推進のため、市内企業の認知度向上と販路拡大に繋がる
情報をより多く発信できるよう、産業ポータルサイトへの登録企業を増やします。

• サテライトオフィス等進出事業
多様な働き方ができる環境を整備するため、サテライトオフィスやシェアオフィスの
開設等を行う企業に対し、補助金により支援します。

• オープンデータの量の充実
国が推奨している自治体標準オープンデータセットに準拠したデータの公開とさら
なるオープンデータの充実に取り組みます。

• オープンデータの質の向上
利用しやすいオープンデータを提供し、地域や産業での活用を促進します。

• 地理情報システム(ＧＩＳ）の運用
市が保有する地図空間情報は各所属ごと所有しており、これらを効率的に管理、運
用し、市民等が自宅から様々な地図空間情報が得られるよう利便性の向上を図りま
す。

• 都市基盤デジタルマップ整備事業
基盤地図及び都市計画図をデジタル化することで、より詳細な当市情報を活用でき
る体制を整え、利用者の利便性向上を図ります。

小柱② 事業者へのＤＸ支援（１）

取組の方向性

地域企業や事業者に対して、効果的な情報発信を行うとともに、新しい働き
方やビジネスモデルへの対応を支援します。また、市民等へのサービス向上
を図るため、オープンデータカタログサイトや公開型ＧＩＳによりデータを公
開し、官民におけるデータの活用を推進します。

目指す姿：ニューノーマル社会の実現
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2-２ 施策の柱２ 地域・産業を元気にします！

小柱② 事業者へのＤＸ支援（２）

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

産業ポータルサイト
産業ポータルサイト
登録事業者数 128

サテライトオフィス等進出事業 誘致件数 ０件

オープンデータの量の充実
自治体標準オープンデータ
セット ８項目登録

オープンデータの質の向上
登録されているオープン
データの最適化割合

０%

地理情報システム（GIS）の運用
地理情報システム月平均
アクセス者数 1,818人

都市基盤デジタルマップ整備事業 未導入

自治体標準オープンデータセット

15項目登録
自治体標準オープンデータセット

19項目登録
自治体標準オープンデータセット

22項目登録
自治体標準オープンデータセット

26項目登録

月平均アクセス者数 1,820人 月平均アクセス者数 1,830人 月平均アクセス者数 1,840人 月平均アクセス者数 1,850人

情報収集・導入検討・
方針決定

DMデータ整備 運用・利用促進 運用・利用促進

新規 登録されているオープンデータ
の最適化割合 25%

登録されているオープンデータ
の最適化割合 50%

登録されているオープンデータ
の最適化割合 75%

登録されているオープンデータ
の最適化割合 100%

産業ポータルサイト
登録事業者数 150

産業ポータルサイト
登録事業者数 160

産業ポータルサイト
登録事業者数 170

産業ポータルサイト
登録事業者数 190

誘致件数 １件 誘致件数 １件 誘致件数 １件 誘致件数 １件
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2-２ 施策の柱２ 地域・産業を元気にします！

取組内容（個別事業）

• がんばる認定農業者支援事業
担い手のスマート農業に係る機器の購入を支援することにより、農業経営の安定を
図り、後継者の確保に努めます。

小柱③ 次の世代につながる農業の推進

取組の方向性

農業における担い手不足をはじめとする課題解決のため、スマート農業の
導入を促進し、省力化や戦略的な生産を目指す農業者を支援し、農業経営
の安定化や後継者の確保に努めます。

目指す姿：持続可能な農業の実現

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

がんばる認定農業者支援事業

事業を活用してスマー
ト農業に該当する農業
機器等を導入した農業
者数 １事業者(※)
※R4～R6の平均値

事業を活用してスマート農業に該当
する農業機器等を導入した農業者数

２事業者

事業を活用してスマート農業に該当
する農業機器等を導入した農業者数

２事業者

事業を活用してスマート農業に該当
する農業機器等を導入した農業者数

２事業者

事業を活用してスマート農業に該当
する農業機器等を導入した農業者数

２事業者
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2-２ 施策の柱２ 地域・産業を元気にします！

取組内容（個別事業）

• 観光情報サイトを活用した情報発信事業
観光情報サイト「旅する大井川」を活用した情報について、デジタルマーケティング
により、どのような記事に興味を持たれているか等を分析することにより、ターゲット
に即した観光記事等を作成し、効果的・効率的な情報発信を推進します。

小柱④ 戦略的な観光の振興

取組の方向性

デジタルマーケティングの手法により、文化資源等を生かした観光の推進を
効果的、効率的に進め、「観光で稼ぐ地域」の実現を図ります。

目指す姿：観光で稼ぐ地域の実現

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

観光情報サイトを活用した情報発信事業
旅する大井川の閲覧
ビュー数 239,467

旅する大井川の閲覧ビュー数
250,000

旅する大井川の閲覧ビュー数
265,000

旅する大井川の閲覧ビュー数
280,000

旅する大井川の閲覧ビュー数
300,000
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2-３ 施策の柱３ 行政経営をスマートにします！

取組内容（個別事業）

• システム標準化
自治体の情報システムは、これまで各自治体が独自に構築・発展させてきた結果、
人的・財政的負担が生じています。 中長期的な人口構造の変化に対応した自治体
行政に変革していくためにも、自治体の情報システムに係る重複投資をなくして国
が定める統一的な基準に適合した情報システムへ移行します。

小柱① システム標準化の推進

取組の方向性

限られた財源や人材を有効活用し行政サービスを維持するため、国の動向
を踏まえ、システム標準化を推進します。

目指す姿：管理コスト削減、大規模災害対策

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

システム標準化
標準化対象20業
務移行率 ０％

標準化対象20業務移行率
85％

標準化対象20業務移行率
85％

標準化対象20業務移行率
100％

標準化対象20業務移行率
100％
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2-３ 施策の柱３ 行政経営をスマートにします！

取組内容（個別事業）

• RPA・AI-OCR活用促進
定型業務へのＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲの導入を継続します。

• 固定資産台帳システムの導入
固定資産台帳をシステム化して、業務の効率化を図ります。

• 医療用会議録作成の業務効率化ツール導入
生成AIなどを利用したツールを活用して会議録作成を効率化し、業務の省力化と
迅速化を進め、将来的な電子カルテの記録業務の省力化や迅速化をめざします。

• 電子契約の対象拡大
契約業務に係る経費削減及び効率化を図るため、電子契約の対象を広げていきま
す。

小柱② 行政事務のＤＸ推進（１）

取組の方向性

限られた財源や人材を有効に活用しつつ、行政サービスを持続的に提供し
ていくため、行政事務のＤＸを推進します。また、ＡＩ活用の検討及びＢＰＲ等
により、業務の効率化を図ります。

目指す姿：行政手続の迅速化・効率化の実現
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2-３ 施策の柱３ 行政経営をスマートにします！

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

RPA・AI-OCR活用促進
新規活用業務数

８件

固定資産台帳システムの導入 未導入

医療用会議録作成の
業務効率化ツール導入

未導入

電子契約の対象拡大 ー

新規活用業務数 ８件 新規活用業務数 ８件 新規活用業務数 ８件 新規活用業務数 ８件

導入の有無、方向性について
検討

未定 未定 未定

ツールの検討・会議録作成に
掛る時間数の確認

ツールの検討・導入時に予想
される削減額の算定

ツール導入最終判断・予算請
求

導入・運用開始

電子契約の対象
建設工事・建設工事関連業務委託（全
て）、物品購入・変更契約（一部）

電子契約の対象
物品購入（全て）、印刷・修繕・その
他の業務委託・賃貸借（一部）

法令で電子化が認められてい
ない契約を除く全ての契約

－

小柱② 行政事務のＤＸ推進（２）

新規

新規

新規
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2-３ 施策の柱３ 行政経営をスマートにします！

取組内容（個別事業）
• デジタル人材の育成
デジタル人材育成計画に基づき、段階的な研修や学習機会を設けることで、庁内全
体のデジタルリテラシー向上を図ります。
また、DX推進リーダーを中心に、生成AIをはじめとするデジタルツールの活用を促
進するとともに、セキュリティ対策やデジタルマーケティングなどのデジタル分野に
おける専門知識を習得し、一定以上のスキルを有するデジタル人材の育成を進めま
す。

小柱③ デジタル人材の育成

取組の方向性

デジタル人材育成計画に基づく研修を実施するとともに、デジタルマーケ
ティングの推進も継続して行います。

目指す姿：職員のデジタル対応力の向上

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

デジタル人材の育成
特定スキルを取得した
デジタル人材の累計

０人
新規

特定スキルを取得した
デジタル人材の累計 20人

特定スキルを取得した
デジタル人材の累計 30人

特定スキルを取得した
デジタル人材の累計 40人

特定スキルを取得した
デジタル人材の累計 50人
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2-４ 共通施策

取組内容（個別事業）

• デジタル活用支援員派遣事業
高齢者等を対象としたスマートフォン講座を開催するため、デジタル活用支援員を
派遣します。また、デジタル活用支援養成講座を行い、デジタルデバイド対策に取り
組みます。

• GIGAスクール学習用クラウドアプリ更新
ICT機器を活用した学習を推進するため、児童生徒が共通して利用できる協働学
習及び家庭学習用アプリを更新します。

小柱① デジタルリテラシーの向上

小柱② デジタルデバイドの解消

取組の方向性

市民、事業者、行政職員それぞれがデジタル技術を活用できるよう講座や
研修等により、リテラシーの向上に努めます。

年齢、障害の有無、地域等にとらわれず、あらゆる人がデジタルの恩恵を受
けられるよう環境整備を図ります。

目指す姿：誰もがデジタルの恩恵を受けられる環境の実現

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

デジタル活用支援員派遣事業
受講者の今後の活用度の
意向が「普通」以上の

割合 100%

GIGAスクール学習用クラウドアプリ更新
授業がよくわかる児童
生徒の割合 87.9％

受講者の今後の活用度の意向が
「普通」以上の割合 100%

受講者の今後の活用度の意向が
「普通」以上の割合 100%

受講者の今後の活用度の意向が
「普通」以上の割合 100%

受講者の今後の活用度の意向が
「普通」以上の割合 100%

授業がよくわかる児童生徒の割合
90％以上
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2-４ 共通施策

取組内容（個別事業）

• 情報セキュリティポリシー改定
令和７年度に改定を行った情報セキュリティーポリシーについて、今後も国の動向を見
ながら改定を行い、適切な情報セキュリティの確保に努めます。

• 自治体情報セキュリティクラウド更新
令和５年度に更新したセキュリティクラウドを経由してインターネットを安全に利用するこ
とで、情報セキュリティの確保に努めます。

• 個人情報保護の推進
個人情報の保護に関する法律に関する国のガイドライン等の内容を踏まえたうえで、デ
ジタル化に対応した適切な個人情報保護とするため、島田市個人情報保護審議会とも
連携して進めます。

小柱③ セキュリティ及び個人情報保護

取組の方向性

市民等が安心して行政サービス等を受けられるようにするため、個人情報
保護のセキュリティ強化を図ります。

目指す姿：安全・安心なデジタル社会の実現

取組内容（個別事業） 基準値(R6) Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

情報セキュリティポリシー改定 Ｒ７.4 改定

自治体情報セキュリティクラウド更新
システム等による
個人情報及び行政情
報事故件数０

個人情報保護の推進
システム等による
個人情報及び行政情
報事故件数０

必要が生じた場合には、速やかに改定を検討

システム等の不備による個人情報及び行政情報事故件数 ０件

システム等の不備による個人情報及び行政情報事故件数 ０件
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